
興人フィルム＆ケミカルズ株式会社 

貸借対照表 

（2023 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額

 流動資産 6,633  流動負債 3,416 

     現金及び預金 601      買掛金 2,401 

     受取手形 80      未払金 441 

     電子記録債権 354      未払費用 276 

     売掛金 2,496      未払法人税等 7 

     商品及び製品 2,129      前受金 0 

     仕掛品 255      賞与引当金 199 

     原材料及び貯蔵品 504      固定資産除却費用引当金 74 

     前払費用 17      その他の流動負債 16 

     未収入金 187 

     未収還付法人税等 8 

     その他の流動資産 0 

 固定資産 4,450  固定負債 1,230 

   有形固定資産 3,188      退職給付引当金 1,011 

     建物 386      資産除去債務 114 

     構築物 47      長期未払金 96 

     機械装置 1,427      長期預り金 8 

     車両運搬具 1      

     工具器具備品 69      

     土地 697 負債合計 4,646 

     建設仮勘定 558 純資産の部

   無形固定資産 23  株主資本 6,408 

     ソフトウェア 22    資本金 100 

     その他の無形固定資産 1    資本剰余金 3,955 

   投資その他の資産 1,238      資本準備金 50 

     投資有価証券 121      その他資本剰余金 3,905 

     関係会社株式 1    利益剰余金 2,353 

     関係会社長期貸付金 330      繰越利益剰余金 2,353 

     繰延税金資産 752  評価・換算差額等 28 

     差入保証金 27      その他有価証券評価差額金 28 

     長期未収収益 4 

     その他の投資その他の資産 1 純資産合計 6,437 

資産合計 11,084 負債及び純資産合計 11,084 
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個別注記表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定 

②時価のないもの 

総平均法による原価法 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）商品及び製品・仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法） 

（２）原材料及び貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しています。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について

は、定額法によっています。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。尚、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5 年）

に基づく定額法によっています。 

（３）リース資産（所有権移転外ファイナンスリース） 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっています。 

 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を算定しています。 

（２）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、当事業年度の負担すべき支給見込額を計上しています。 

  （３）固定資産除却費用引当金 

      取り壊しが決定した固定資産について、処理費用の支出に備えるため、その見込額を計上しています。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（5 年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しています。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5 年）による按分

額を費用処理しています。 
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５．収益及び費用の計上基準 

商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品又

は製品を引き渡す履行義務を負っています。 

当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して

充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しています。 

 

（収益認識に関する注記） 

 収益を理解するための基礎となる情報 

  「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

（1 株当たり情報に関する注記） 

１．1 株当たり純資産額 

    3,218,655,864 円 50銭 

２．1 株当たり当期純利益 

        9,703,562 円 50銭 

（当期純利益） 

１．当期純利益金額 

   19 百万円 

 

 


